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 第 1 表           令和３年度決算状況 

（単位：百万円）

区  分 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 歳 出 決 算 額
歳 入 歳 出
差 引 額

翌年度へ繰り
越すべき財源

実 質 収 支 額

(A) (B) (C) (B)-(C)=(D) (E) (D)-(E)

一 般 会計 4,877,789 4,570,150 4,530,316 39,834 13,068 26,766

特 別 会計 2,842,406 2,834,419 2,801,017 33,402 4,935 28,467

合 計 7,720,195 7,404,569 7,331,333 73,236 18,004 55,233
 

 

 

 

 

一 般 会 計                                 
 

 第 2 表            一般会計決算の状況 

（単位：百万円）

増減額
(A) - (B) = (C)

増減率
(C) / (B)

%

予 算 現 額 (1) 4,877,789 4,048,243 829,546 20.5 

歳 入 総 額 (2) 4,570,150 3,683,545 886,604 24.1 

歳 出 総 額 (3) 4,530,316 3,637,764 892,551 24.5 

差 引 (2)－ (3)＝ (4) 39,834 45,781 ▲ 5,947 －

翌年度へ繰り越すべき財源 (5) 13,068 12,704 365 －

実 質 収 支 額 (4)－ (5)＝ (6) 26,766 33,077 ▲ 6,312 －

区               分
令和３年度

(A)
令和２年度

(B)

比較

 
 
 

 

 

 

令和３年度決算の概要 

Ø 令和３年度の決算の状況は、一般会計の実質収支額が 267億 66百万円、特別会計（公営企業会計（法

適用）除く。以下同じ。）の実質収支額が 284億 67百万円。 

Ø 一般会計においては、新型コロナウイルス感染症対策に伴い、決算規模は歳入・歳出とも拡大。 

（なお、平成 30年度から４年連続で財政調整基金の取崩しはなし。） 

Ø また、減債基金の令和３年度末の積立不足額は 515億 65百万円で、前年度から 393億 39百万円減少。 
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 第 3 表          一般会計決算額の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           （注）1  （ ）内の数字は、H29を100とした場合の指数。 

（注）     2  各年度の歳入は、翌年度へ繰り越すべき財源を含む歳入総額。 

 

  （参考）新型コロナウイルス感染症関連事業費（R1～R3）を除外した場合の一般会計決算額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）1  （ ）内の数字は、H29を100とした場合の指数。 

（注）    2  各年度の歳入は、翌年度へ繰り越すべき財源を含む歳入総額。 

       3 R1～R3の決算額については、各年度の一般会計決算額から、新型コロナウイルス感染症関連事業費に係る 

歳入歳出決算額並びに新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等の当年度受入超過額及び過年度受 

入超過額の返還金を除外したもの。 

 

【新型コロナウイルス感染症関連事業費】 

（R1）歳出総額 21億円    （主なもの） 生活福祉資金貸付事業費 21億円 

 （R2）歳出総額 11,891億円  （主なもの） 制度融資預託金 6,926億円  生活福祉資金貸付事業費 1,415億円  入院病床確保 834億円 

 （R3）歳出総額 18,344億円  （主なもの） 営業時間短縮協力金 7,421億円  制度融資預託金 6,058億円  入院病床確保 1,969億円 

                       生活福祉資金貸付事業費 969億円 
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■ 歳 入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 4 表          一般会計歳入決算の状況 
（単位：千円）

款 名 収入率 比較 比較

金額（A) 構成比 金額（B) 構成比 （B)／(A) （B)－(A) 金額（C) 構成比 （B)－(C)

％ ％ ％ ％

府 税 1,388,716,000 28.5 1,395,997,259 30.6 100.5 7,281,259 1,281,286,275 34.8 114,710,983

う ち 法 人 二 税 445,708,000 9.1 456,462,758 10.0 102.4 10,754,758 410,292,887 11.1 46,169,871

地 方 譲 与 税 143,184,000 2.9 144,920,425 3.2 101.2 1,736,425 129,286,806 3.5 15,633,619

市町村たばこ税府交付金 20,508 0.0 20,508 0.0 100.0 - 278,233 0.0 ▲ 257,725

地 方 特 例 交 付 金 4,871,031 0.1 4,871,031 0.1 100.0 - 5,166,196 0.1 ▲ 295,165

地 方 交 付 税 379,744,244 7.8 380,417,103 8.3 100.2 672,859 259,382,190 7.0 121,034,913

交通安全対策特別交付金 1,732,105 0.0 1,784,975 0.0 103.1 52,870 1,846,724 0.1 ▲ 61,749

分 担 金 及 び 負 担 金 4,179,234 0.1 3,705,623 0.1 88.7 ▲ 473,611 4,673,404 0.1 ▲ 967,780

使 用 料 及 び 手 数 料 29,718,344 0.6 29,069,326 0.6 97.8 ▲ 649,018 29,203,767 0.8 ▲ 134,441

国 庫 支 出 金 1,658,216,196 34.0 1,360,725,527 29.8 82.1 ▲ 297,490,669 698,180,253 19.0 662,545,273

財 産 収 入 8,758,560 0.2 11,168,647 0.2 127.5 2,410,087 5,647,935 0.2 5,520,712

寄 附 金 1,542,821 0.0 1,051,712 0.0 68.2 ▲ 491,109 4,645,599 0.1 ▲ 3,593,887

繰 入 金 26,600,446 0.5 20,111,991 0.4 75.6 ▲ 6,488,455 14,140,157 0.4 5,971,834

繰 越 金 12,703,696 0.3 12,703,696 0.3 100.0 - 12,686,215 0.3 17,481

諸 収 入 837,953,445 17.2 835,361,715 18.3 99.7 ▲ 2,591,730 928,387,679 25.2 ▲ 93,025,964

府 債 379,848,000 7.8 368,240,000 8.1 96.9 ▲ 11,608,000 308,733,814 8.4 59,506,186

合 計 4,877,788,630 100.0 4,570,149,537 100.0 93.7 ▲  307,639,092 3,683,545,247 100.0 886,604,290

予算現額 収入済額 収入済額

令和３年度 令和２年度

 
 

【 参 考 】            府税収入の状況  
（単位：千円）

区 分 収入率 比較 比較

金額（A) 構成比 金額（B) 構成比 （B)／(A) （B)－(A) 金額（C) 構成比 （B)－(C)

％ ％ ％ ％

府 民 税 362,701,000 26.1 364,632,434 26.1 100.5 1,931,434 359,798,414 28.1 4,834,020

個       人 312,879,000 22.5 313,500,863 22.4 100.2 621,863 303,865,706 23.7 9,635,157

法       人 47,408,000 3.4 48,728,200 3.5 102.8 1,320,200 52,938,233 4.1 ▲ 4,210,032

利   子   割 2,414,000 0.2 2,403,371 0.2 99.6 ▲ 10,629 2,994,476 0.3 ▲ 591,105

事 業 税 414,523,000 29.8 424,027,966 30.4 102.3 9,504,966 373,506,305 29.1 50,521,661

個       人 16,223,000 1.1 16,293,408 1.2 100.4 70,408 16,151,651 1.2 141,758

法       人 398,300,000 28.7 407,734,558 29.2 102.4 9,434,558 357,354,655 27.9 50,379,903

地 方 消 費 税 434,284,000 31.3 427,695,348 30.6 98.5 ▲ 6,588,652 374,957,542 29.3 52,737,806

不 動 産 取 得 税 34,939,000 2.5 37,560,070 2.7 107.5 2,621,070 32,703,104 2.6 4,856,966

府 た ば こ 税 10,978,294 0.8 11,026,220 0.8 100.4 47,926 10,433,675 0.8 592,545

ゴ ル フ 場 利 用 税 1,442,000 0.1 1,455,346 0.1 100.9 13,346 1,253,948 0.1 201,398

軽 油 引 取 税 45,468,282 3.3 45,524,086 3.3 100.1 55,804 44,342,477 3.5 1,181,608

自 動 車 税 84,068,000 6.1 83,705,695 6.0 99.6 ▲ 362,305 83,871,282 6.5 ▲ 165,588

鉱 区 税 40 0.0 40 0.0 101.0 0 40 0.0 -

固 定 資 産 税 - - - - - - 125,078 0.0 ▲ 125,078

狩 猟 税 8,170 0.0 8,196 0.0 100.3 26 7,869 0.0 327

宿 泊 税 290,214 0.0 351,058 0.0 121.0 60,844 272,761 0.0 78,297

旧 法 に よ る 税 14,000 0.0 10,800 0.0 77.1 ▲ 3,200 13,778 0.0 ▲ 2,978

合 計 1 , 3 8 8 , 7 1 6 , 0 0 0 1 0 0 . 0 1 , 3 9 5 , 9 9 7 , 2 5 9 1 0 0 . 0 1 0 0 . 5 7 , 2 8 1 , 2 5 9 1 , 2 8 1 , 2 8 6 , 2 7 5 1 0 0 . 0 1 1 4 , 7 1 0 , 9 8 3

令和３年度 令和２年度

予算現額 収入済額 収入済額

 

Ø 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う国庫支出金の増などにより、歳入総額としては 8,866億円の

増。 
 

・制度融資預託金返還金の減などによる諸収入の減（▲930億円） 

・新型コロナウイルス感染症対策事業寄附金の減などによる寄附金 

の減（▲36億円） 

【主な増減理由】 

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増などに 

よる国庫支出金の増（＋6,625億円） 

・臨時財政対策債償還基金費等の創設などによる地方交付税の増 

（＋1,210億円） 

 ・法人二税や地方消費税の増などによる府税の増（＋1,147億円） 
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【主な増減理由】（目的別） 

・営業時間短縮協力金支給事業費の増などによる商工労働費の増 

（＋5,634億円） 

・財政調整基金積立金の増などによる総務費の増（＋2,068億円） 

・医療体制確保事業費の増などによる健康医療費の増（＋1,430億円） 

■ 歳 出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 5 表       一般会計歳出決算の状況（目的別） 
（単位：千円）

款 名 支出率 繰越額 不用額 比較

金額（A) 構成比 金額（B) 構成比 （B)／(A) （C) (A)－(B)－(C) 金額（D) 構成比 （B)－(D)

％ ％ ％ ％

議 会 費 2,525,789 0.1 2,460,132 0.1 97.4 － 65,657 2,464,529 0.1 ▲ 4,397

総 務 費 368,960,824 7.6 325,651,505 7.2 88.3 32,721,496 10,587,822 118,883,379 3.3 206,768,126

福 祉 費 453,311,348 9.3 438,942,681 9.7 96.8 4,245,036 10,123,631 505,579,001 13.9 ▲ 66,636,320

健 康 医 療 費 668,851,386 13.7 609,859,961 13.5 91.2 － 58,991,425 466,849,929 12.8 143,010,032

商 工 労 働 費 1,741,112,512 35.7 1,571,984,564 34.7 90.3 152,394,664 16,733,284 1,008,616,419 27.7 563,368,145

環 境 農 林 水 産 費 25,217,845 0.5 17,895,652 0.4 71.0 5,896,438 1,425,755 18,110,916 0.5 ▲ 215,264

都 市 整 備 費 181,771,484 3.7 147,212,372 3.2 81.0 32,614,136 1,944,976 142,024,027 3.9 5,188,345

住宅 まち づく り 費 8,069,128 0.2 6,898,385 0.1 85.5 454,978 715,765 8,146,725 0.2 ▲ 1,248,340

警 察 費 269,266,445 5.5 265,179,040 5.9 98.5 50,762 4,036,644 266,670,106 7.3 ▲ 1,491,067

教 育 費 542,898,220 11.1 531,664,412 11.7 97.9 674,593 10,559,215 533,299,224 14.7 ▲ 1,634,812

災 害 復 旧 費 869,441 0.0 688,790 0.0 79.2 89,957 90,693 832,270 0.0 ▲ 143,479

諸 支 出 金 613,902,269 12.6 611,878,121 13.5 99.7 － 2,024,148 566,287,872 15.6 45,590,249

予 備 費 1,031,939 0.0 － － － － 1,031,939 － － －

合 計 4,877,788,630 100.0 4,530,315,615 100.0 92.9 229,142,059 118,330,956 3,637,764,397 100.0 892,551,218

予算現額 支出済額 支出済額

令和３年度 令和２年度

 
 

 

 

 

 

 

 第 6 表        一般会計歳出決算の状況（性質別） 

（単位：千円）

比較

支出済額（A) 構成比 支出済額（B) 構成比 （A)－(B)

％ ％

人 件 費 660,039,098 14.6 667,062,474 18.3 ▲ 7,023,376

物 件 費 135,070,445 3.0 80,891,940 2.2 54,178,505

扶 助 費 60,975,390 1.3 54,549,926 1.5 6,425,463

補 助 費 等 2,120,015,620 46.8 1,373,409,538 37.8 746,606,082

維 持 補 修 費 14,920,421 0.3 14,159,601 0.4 760,819

建 設 事 業 費 157,399,398 3.5 147,688,128 4.1 9,711,271

投 資 及 び 出 資 金 6,107,056 0.1 6,161,071 0.2 ▲ 54,015

貸 付 金 772,920,364 17.1 872,997,138 24.0 ▲ 100,076,775

積 立 金 218,685,628 4.8 41,397,095 1.1 177,288,533

繰 出 金 52,136,253 1.2 55,793,320 1.5 ▲ 3,657,067

公 債 費 332,045,942 7.3 323,654,165 8.9 8,391,777

合 計 4,530,315,615 100.0 3,637,764,397 100.0 892,551,218

区 分
令和３年度 令和２年度

 
（注）府債の元利償還金は、公債管理特別会計を設置して経理しているが、ここに掲げる公債費は、公債管理特別会計への繰出金 

（減債基金への積立金を除く。）を含めたもの。 

Ø 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う医療体制確保や営業時間短縮協力金の増などにより、歳出総
額としては 8,926億円の増。 

・生活福祉資金の減などによる福祉費の減（▲666億円） 

・教職員費の減などによる教育費の減（▲16億円） 

・職員費の減などによる警察費の減（▲15億円） 

【主な増減理由】（性質別） 

・営業時間短縮協力金支給事業費の増などによる補助費等の増 

（＋7,466億円） 

・財政調整基金積立金の増などによる積立金の増（＋1,773億円） 

・制度融資預託金の減などによる貸付金の減（▲1,001億円） 

・期末手当の減や教職員等の新陳代謝による職員給の減などに 

よる人件費の減（▲70億円） 
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特別会計                                   
 

 

 第 7 表          特別会計歳入歳出決算の状況 
（単位：千円）

収入率 支出率

最終予算額 繰  越  額 (B) / (A) (C) / (A)

％ ％

日本万国博覧会記念公園事業 3,120,966 9,619 100.1 93.0

就 農 支 援 資 金 等 8,781 － 442.1 97.8

大 阪 府 営 住 宅 事 業 105,214,891 13,553,064 96.9 89.8

港 湾 整 備 事 業 9,257,521 135,808 109.9 89.9

関西国際空港関連事業 11,499,407 － 99.9 99.9

箕面北部丘陵整備事業 639,365 35,000 91.5 91.5

不 動 産 調 達 486,180 － 120.4 100.0

市 町 村 施 設 整 備 資金 5,254,888 － 100.0 100.0

公 債 管 理 809,108,747 － 100.0 99.9

地 方 消 費 税 清 算 1,013,612,000 － 99.3 99.3

母子父子寡婦福祉資金 1,282,295 － 113.5 42.4

国 民 健 康 保 険 865,979,986 － 99.9 97.7

中 小 企 業 振 興 資 金 3,152,091 － 154.3 97.1

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 39,007 － 386.5 0.1

林 業 改 善 資 金 16,308 － 524.5 1.0

合 計 2,828,672,433 13,733,491 99.7 98.5

16,308 85,541 166

2,842,405,924 2,834,419,369 2,801,017,044

3,152,091 4,863,838 3,061,363

39,007 150,763 56

1,282,295 1,456,008 543,188

865,979,986 865,247,483 846,029,284

809,108,747 809,112,980 808,487,058

1,013,612,000 1,007,023,165 1,007,023,165

486,180 585,481 486,180

5,254,888 5,254,888 5,254,455

11,499,407 11,491,504 11,491,504

674,365 617,295 617,245

118,767,955 115,031,160 106,659,506

9,393,329 10,326,734 8,442,981

8,781 38,819 8,588

(C)

3,130,585 3,133,708 2,912,306

会 計 名
予    算    現    額 収入済額 支出済額

計 (A) (B)

 
 

 

 

 第 8 表             特別会計歳入歳出決算前年度比較 

（単位：千円）

令和３年度 令和２年度 比較 比較 令和３年度 令和２年度

(A) (B) (A) / (B) (C) / (D) (A) - (C) (B) - (D)

％ ％

日本万国博覧会記念公園事業 3,133,708 2,920,093 107.3 111.1 221,401 298,462

就 農 支 援 資 金 等 38,819 41,678 93.1 101.3 30,231 33,199

大 阪 府 営 住 宅 事 業 115,031,160 102,493,317 112.2 110.3 8,371,655 5,835,283

港 湾 整 備 事 業 10,326,734 9,430,459 109.5 94.5 1,883,754 495,135

関西国際空港関連事業 11,491,504 11,987,212 95.9 95.9 0 0

箕面北部丘陵整備事業 617,295 1,568,329 39.4 39.4 50 2,500

不 動 産 調 達 585,481 1,147,430 51.0 45.4 99,302 77,687

市 町 村 施 設 整 備 資金 5,254,888 2,925,191 179.6 179.7 434 544

公 債 管 理 809,112,980 998,529,583 81.0 81.0 625,922 581,018

地 方 消 費 税 清 算 1,007,023,165 917,307,205 109.8 109.8 － －

母子父子寡婦福祉資金 1,456,008 1,406,385 103.5 112.0 912,820 921,278

国 民 健 康 保 険 865,247,483 834,489,905 103.7 104.6 19,218,198 25,756,435

中 小 企 業 振 興 資 金 4,863,838 4,907,419 99.1 109.1 1,802,476 2,100,850

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 150,763 150,693 100.0 0.4 150,707 137,741

林 業 改 善 資 金 85,541 82,103 104.2 68.9 85,375 81,862

合 計 2,834,419,369 2,889,387,003 98.1 98.2 33,402,325 36,321,9952,801,017,044 2,853,065,008

3,061,363 2,806,569

56 12,952

166 241

1,007,023,165 917,307,205

543,188 485,107

846,029,284 808,733,470

486,180 1,069,743

5,254,455 2,924,647

808,487,058 997,948,565

8,442,981 8,935,324

11,491,504 11,987,212

617,245 1,565,829

2,912,306 2,621,631

8,588 8,479

106,659,506 96,658,034

会 計 名

歳              入 歳              出 歳入歳出差引

令和３年度 令和２年度

(C) (D)

 
 
 
 
 



- 6 - 

翌年度繰越額                                
 

 

 

 

 

 

 第 9 表           令和３年度一般会計繰越額の状況 

（単位：千円）

区
分

款   名  事   業   名 翌年度繰越額
翌年度へ繰り
越すべき財源

総 務 費 新たなＧоＴоトラベル事業費 ほか 32,721,496 110,278

福 祉 費 地域医療介護総合確保基金事業費 ほか 4,245,036 3,933,879

商 工 労 働 費 大阪府営業時間短縮協力金支給事業費 ほか 152,394,664 -

環 境 農 林 水 産費 卸売市場指導調整費 ほか 5,830,244 304,220

都 市 整 備 費 道路改良費 ほか 31,710,272 7,293,198

住宅まちづくり費 密集住宅市街地整備促進事業費 ほか 454,978 200,943

警 察 費 交通安全施設等整備事業費 ほか 50,762 34,541

教 育 費 府立学校感染症対策等継続支援事業費 ほか 674,593 281,803

災 害 復 旧 費 農林水産施設災害復旧費 89,957 5,645

228,172,001 12,164,507

970,058 903,864

229,142,059 13,068,371

繰
越
明
許
費

小             計

事   故   繰   越   し

合                   計  
 
 

 第 10 表          令和３年度特別会計繰越額の状況 

（単位：千円）

区
分

翌年度繰越額
翌年度へ繰り
越すべき財源

91,475 91,475

9,401,284 4,703,505

227,311 140,301

9,720,070 4,935,281

- -

9,720,070 4,935,281

小             計

事   故   繰   越   し

合                   計

会    計   名

繰
越
明
許
費

日本万国博覧会記念公園事業特別会計

大阪府営住宅事業特別会計

港湾整備事業特別会計

 
 

令和３年度において予算計上したもののうち、事業の実施にあたって関係機関等との調整や市町村等の事

業主体における事業の遅延などやむを得ない事情により年度内にその支出が終わらないものを、地方自治法

の規定に基づき、翌年度に繰り越した事業は以下のとおりです。 
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0.72 0.73 0.74 0.75 0.77 0.78 0.79 0.79 0.79
0.75

0.46 0.46 0.47 0.49 0.51 0.52 0.52 0.52 0.52 0.50

0.20

0.30

0.40
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0.70
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0.90

1.00
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主な財政分析指標等                                     

 

■ 財政力指数 

 

 

 

 

 

 第 11 表              財政力指数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 経常収支比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 12 表              経常収支比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）経常収支比率の算定式は次のとおり。なお、経常一般財源の収入総額には、臨時財政対策債、減収補塡債（特例分）及び 

猶予特例債を含む。 

    

経常収支比率（％）＝                        ×100  経常的経費に充当された一般財源額 

経常一般財源の収入総額 

財政力指数は、地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数

値の過去３年間の平均値です。指数が高いほど財源に余裕があるものとされています。 

令和３年度の指数（小数点第３位未満四捨五入）は 0.75 であり、前年度に比べて 0.04 ポイント減少し

ました。 

経常収支比率は、人件費、扶助費、公債費等の毎年経常的に支出される経費（経常的経費）が、地方税、

普通交付税などを中心とする経常的に収入される一般財源（経常一般財源）、臨時財政対策債、減収補塡債

（特例分）及び猶予特例債の合計額に占める割合であり、この割合が低いほど財政構造に弾力性があると

されています。 

令和３年度の比率は 87.1％となり、前年度に比べて 13.7 ポイント減少しました。比率算定式の分母と

なる経常一般財源の収入総額は、府税収入や地方交付税の増加などにより前年度から14.3ポイント減少し、

比率算定式の分子となる経常的経費に充当された一般財源は、社会保障関係経費の増加などにより前年度

から 0.6ポイント増加しました。 

※令和３年度においては、府税収入の実績が普通交付税算定時の見込みよりも大幅に大きくなったことから、令和３年度の普通交付税は後年

度に精算されるものの、一時的に増加し、その結果、令和３年度の経常収支比率は一時的に大幅に減少しています。 
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■ 府債残高 

 

 

 

 

 

 第 13 表             全会計府債残高の推移 

2.74 2.91 3.06 3.13 3.19 3.27 3.31 3.32 3.39 3.56

3.51 3.42 3.32 3.15 3.04 2.91 2.83 2.78 2.75 2.72

6.25 6.33 6.38 6.29 6.23 6.17 6.14 6.11 6.14 6.27

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

（兆円）

臨時財政対策債等

（年度）

そ の 他

 
（注）臨時財政対策債等とは、税や交付税の代替として発行した府債（臨時財政対策債、減税補塡債、臨時税収補塡債、減収補塡債）の合計。 

 

※地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく財政健全化判断比率等については、P.9～P.15参照。 

令和３年度決算における全会計の府債残高は 6.27兆円、前年度から 0.14兆円増加しました。 

府債残高のうち、臨時財政対策債等の残高は 3.56 兆円、前年度から 0.17 兆円増加する一方、臨時財政

対策債等を除いた残高は 2.72兆円となり、0.03兆円減少しました。 


